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地域経済格差の正しい理解のために (3) 
行政投資と擬似相関

日下部員

先回は、回帰分析の残差分析において知られて

いるスチューデ、ント化残差を回帰偏差という指標

として用いて地域間格差を相対評価できることを

示した。そして、行政投資や県民所得の地域間格

差が回帰偏差値によって適切に表現されることを 1

検討した。今回は、回帰偏差と共分散構造分析と

のつながりについて簡単に考察し、行政投資と県

民所得聞の因果関係を共分散構造解析で検討して

みたい。また、(1人当たりの値)や(比率〉を用

いて、さらにこれらを比較した相関、例えば、(1

人当たりの県民所得)に対する(1人当たりの行

政投資)の相関などが誤用される例(擬似相関)

が最近多く目に付くのでこの誤りをはっきりと指

摘しておきたい。このような擬似相聞を用いて社

会現象の因果関係の解釈がなされることは統計の

誤用であることを理解していただきたい。

7 回帰偏差による順位付けと通常の(1人当た
りの値〉による順位付け

先回、行政投資と県民所得を回帰偏差を用いて

相対評価した。この回帰偏差は、通常は回帰分析

において誤差としてしか扱われてこなかった残差

を標準化した数値で、あった。言葉で表現すれば、

“その地域の人口規模で期待される行政投資に対

して、実際の投資がどれくらい多いか少ないかを

偏差として表した数値"である。

一般には、行政投資や県民所得の地域の順位付

『統計~ 2004年2月号

けは(1人当たりの値)によって行われているが、

この値は人口の大小の効果に大きく依存したもの

であることは、先回の図10、13を見ていただけれ

ば理解されるであろう。

(1人当たりの値)による順位付けと(回帰偏

差)による順位付けの違いを比べるともっとよく

分かる。 1999年の都道府県の行政投資と県民所得

を二つの方法で順位付けて表4に示す。 2つの方

法による順位の差を人口の大きい順に対して図示

すると図15と図16のようになる。横軸は、人口順

位(大きい方からの順位)で、縦軸に回帰偏差に

基づく順位からは人当たりの値)による順位の

差を表している。これで分かるように、行政投資

などの人口に対し上に凸の関係では人口が小さい

地域が過大評価され、県民所得のように下に凸の

関係では人口が大きい地域が過大評価されること

がよく理解される。

つまり、(1人当たりの県民所得)で表現されて

いる量は、県民所得を適切に比較できる量ではな

く、単に、人口効果が表現されたものでしかない

のである。財政削減問題が諦議されている今日、

(1人当たりの地方交付税)(1人当たりの行政

投資)など、(1人当たりの値)で表現されている

量は、すべてこのような(人口効果)が表現され

たものであることに十分注意してほしい。
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表
一

注 1人当たりの値は平均値が50になるように調整している。

図15 行政投資:人口の大きい11慣に対して2つの方法 図16 県民所得:人口の大きい順に対して2つの方法
による順位差をプロットした図 による順位差をプロットした図

~， ~ 

-

0

0

0

0

0

0

0

0

 

3

2

1

1

2

3

4

 

回
帰
偏
差
に
よ
る
順
位
と
人
口
当

た
り
の
順
位
の
差

. ・. 回 l 、 y=ー0.6009，+ 14.423 
帰 30十

R< = 0.6696 
偏 Io. 
差 20トーアー.一一一一一一一一一一一一一一-

dId.-?よι.
順る
位順 D 
白位
差と 10
人
口・20
当

た 30 ←一一一

-40 

y = 0.9068x -21. 763 
R' .= 0.725 

人口の大きい方からの順位 人目白大きい方からの順位

F
h
d
 

門

i
r統計~ 2004年 2月号



8 構造方程式モデリングで行政投資の効果を測
る

(1) 行政投資の効果

行政投資にしても県民所得にしても人口や総生

産との強い相聞を持っているので、通常の統計手

法によって行政投資の効果を評価することはなか

なかむつかしい。先回、回帰偏差を用いてこれら

の効果を検討したが、ここでは、この10年ほどの

聞に開発されてきた共分散構造解析(構造方程式

モデリング)を用いて行政投資の効果を検討して

みる。この解析は、ものごとの因果関係を考察す

るのに適した分析法で構造方程式モデ、ルを用いて

解析が行われる。ここでは、行政投資と県民所得

の因果関係とその効果の程度を測ってみたいわけ

であるから、これら2つの経済要因を大きく規定

する人口と GDPとの間で図17にパス図で示した

ようにモデ、ルを設定すると 4つの観測変数(人口、

GDP、行政投資、県民所得)間で構造方程式が定

められる。従って、これを解くことによって行政

投資から県民所得への統計的に有意な効果(経

路:パス)があるとすれば検出可能である。

このモデ、ルに従って実際に計算すると、有意で

ないパスを除けばモデ、ル適合度指標の1つである

GFIが0.99前後になるからこのモデルで十分適

図17 行政投資と県民所得の構造方程式モデリング

していると判断してよい。 1955年から 5年ごとに

10時点で解析した標準化解の結果を表5にまとめ

ている。今、問題としている行政投資の県民所得

へ及ぼす効果は1980年以降一貫して高痩に有意な

負の効果が検出された。行政投資が県民所得の向

上に明確な有効性を持たなくなってきたことを示

す明確な証拠であろう。

さらに、行政投資が県民所得へ及ぼす負の効果

を検討するために県民総生産 (GDP)を産業別に

分解して解析を行った。適用した構造方程式モデ

ノレは図18に示す。 1998年のパスの標準化解を表6

に示す。 97年、 99年は行政投資から県民所得への

効果は有意確率が7%で、 5%有意水準には達し

図18 産業別県内総生産 (GDP)の効果を
測定する構造方程式モデリング

表6 行政投資(投資)が県民所得(所得)
に及ぼす効果の測定
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表5 構造方程式モデリングによる行政投資(投資)が県民所得(所得)に及ぼす効果の測定
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図19 非営利セクターの構造方程式モデル

表7 構造方程式モデル解析(図19)による推定値

而寝草花解
バス 直 I寝牽票差)

0.698唱(0.0591) *** 
O. 0949 (0. 0466) * 
O. 2196 (0.021η神本
-0. 0289 (0. 0119) ** 
0.0543ω0020)林*
O目9559(0. 0444)ホ**
O. 7851 (0. 1440)ホ*本
0.3331 (0. 3116)ns 
O. 4887 (0. 2840) *本
O. 1767 (0. 0678)ホ*
な8382(0. 0392) *紳
0.1234(0.1019)キ*
0.9421 (0. 0515)*** 
0.2937 (0. 0114)ホ**
0.6194(0.0367)キキ本
O. 1950 (0.0112) *牢*
0.3119 (0. 0200) *ホホ
0 5817(0. 0386)ホキホ
惟定値(標準誤差)

0.9817(0.0233) **水
O. 9321 (0.0231)キ**
0.0942 (0.0026)キキ
0.9250 (0. 0270) *** 
0.3515(0.1187)*キ
0.2100 (0. 1669) ns 
0.3897 (0. 0949) *** 
O. 6204 (0. 0907) *ホホ

京戻所寄
県民所得
県民所得
県民所得
県民所得
NPO数
補助・寄付
事業費
事業費
NPO総収支
NPO総収支
NPO総資産
NPO総資産
NPO数
補助・寄付
NPO総収支
NPO総資産
事業

<(9971 
0.9137 
0.6085 
0.6342 
0.9519 
0.9063 

月

i
円

i

ていないが、 98年と同様な傾向を示している。総

生産を産業別にわけて分析しでも、確かにここ数

年、行政投資から県民所得への有意な負の効果が

検出される。

(2) 回帰偏差と構造方程式モデル

図17や図18のモテソレにおいて行政投資と県民所

得に対して設定している(誤差項)は実は回帰偏

差成分に相当する。回帰偏差は、人口やGDPなど

によって説明されない残差成分で、あったからこの

表8 都道府県認証NPO数と NPO指数

順位 都道府県名 認証数 L~N~O指数 人口の順位
両知 76 81.35 45 

2 沖縄 110 71. 07 32 
3 福井 79 66.39 43 
4 京都 320 66.25 13 
5 一三 重 187 65.33 23 
6 群馬 230 65.11 19 
7 長野 209 60.09 、 16 
8 山汗5 94 55.65 33 
9 山梨 68' 54.88 41 
10 東京 2481 54.69 
11 熊木 135 54.46 22 
12 大阪 956 53.90 2 
13 滋賀 109 53.21 31 
14 福岡 389 53.11 9 
15 千葉 441 53.01 6 
16 宮域 181 52.96 15 
17 神奈川 701 52.86 3 
18 北海道 438 52.54 7 
19 大分 89 52.31 34 
20 山口 112 51.73 25 
21 静岡 288 51.66 10 
22 石川 88 51. 54 36 
23 香川 74 50.47 40 
24 岡山 138 50.23 21 
25 岩手 96 50.12 30 
26 兵庫 375 49.77 8 
27 岐阜 139 48.81 18 
28 和歌山 68 48.48 39 
29 栃木 138 48.36 20 
30 佐賀 58 48.29 42 
31 宮崎 71 46.40 37 
32 広島 176 46.30 12 
33 愛媛 92 46.26 27 
34 長崎 91 45.87 26 
35 福島 131 45.83 17 
36 愛知 320 44.17 4 
37 徳島 51 43.69 44 
38 新潟 140 43.50 14 
39 I奇 つ正 288 42.82 5 
40 奈良 77 41. 82 29 
41 茨城 151 41.77 11 
42 鳥取 39 41. 54 47 
43 島根 44 37.94 46 
44 秋阿 63 37.05 35 
45 宮山 54 29.66 38 
46 鹿児島 72 28.82 24 
47 青森 60 26.48 28 

車~:r十 10787 
半五j 229.5 
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モデルの誤差項に相当することは十分理解される。

これは、構造方程式モデ、ノレで、は潜在変数として定

義されるわけであるから、その地域の県民所得や

行政投資を支える(地域力)として定義すること

が可能である。

このような回帰偏差による地域比較の例として、

現在、全国的に認証されている NPO数を考えて

みる。まず、 NPO数を人口と GDP(県内総生産)

に対して共分散構造解析を図19で表すように行う。

GDP 1. GDP 2、GDP3はそれぞれ一次産業、

二次産業、三次産業による県内総生産を表してい

る。表7に示すように誤差項に相当する力を地域

のNPOを支える(社会力1)と名付けるとこの力

は約0.3となり、一般に誤差項で見られる値0.05に

比べるとはるかに大きいことが分かる。この力を

地域の回帰偏差として表現すると表8のように

(NPO指数)として表すことができる。

9 (1人当たりの値〉ゃく比率〉を相関解析に
用いる場合の陥葬

「相関と因果関係比率間の相聞を取るに当た

っての危険性

(1人当たりの値)を相対評価として用いる場

合の問題点を議論してきたが、最後に、このよう

な値を用いてさらに統計分析するときに陥る危険

性について触れておきたい。これは、(比率(%))

や(割合〉についても同じであり、社会現象の分

析において無批判に多用され議論されている場合

が多く見られるので実例を引きながら問題点を指

摘する。

まず始めに図20を見ていただきたい。横軸は(1

人当たりの県民所得)であり、縦軸は(1人当た

りの行政投資)である。これらの間には強い負の

相関が見られるので「行政投資は地域の自立を阻

害している」といった論議がなされる。これは、

果たして真実であろうか?

『統計~ 2004年2月号 -78-

図20 (1人当たりの県民所得〉に対する(1人当
たりの行政投資〉
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1人当たりの県民所帯

この 2者間の相聞はあまりにも視覚的であり

「都市対地方の構図」にぴったり当てはまる結果

であるので経済関連の議論によく持ち出される図

である(例えば、河野、中里)。しかし、ここで注

意しておかねばならない。この相関図では確かに

強い負の相聞が見られるのであるが、「相聞は必

ずしも 2つの要因聞の因果関係を表しているもの

ではなし、」としづ“擬似相関"の可能性に十分注

意しておかねばならない。

この場合はイ、行政投資は人口に対し上に凸の規

模の効果を持っている。逆に、県民所得は下に凸

である。このような規模の効果を持つ指標問の相

関は、それらの間に因果関係があろうがなかろう

が負になってしまうのである。

実際に、人口の効果を除いた回帰偏差を用いて

これらの相関を見てみると図21となる。相関係数

は、 0.3034で、 5%水準で有意に近いが有意で、はな

し、。

このような議論は言葉で表現しでもなかなか理

解されない側面が強いので、簡単なモデ、ルを設定

して検討してみよう。例えば基本数として人口を

考える。そして統計指標を5種類、 A(人口に対

して上に強い凸の規模の効果を持つ指標)、 B(人

口に対して上に弱し、凸の規模の効果を持つ指標)、

c (人口に対して規模の効果を持たない指標)、 D
(人口に対して下にに弱し、凸の規模の効果を持つ

指標)、 E(人口に対して下に強い凸の規模の効果

を持つ指標)を表9のように設定する。これらの



モデルにおける回帰直線の傾き表10県民所得と行政投資の回帰偏差聞の相関図21
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目。
関係は図22で表される。人口(基本

数、横軸)とこれら5つの指標(縦

軸)間の相関は極めて強い。

‘しかし、両対数変換して直線回帰

すると、表10に表したように、規模

の効果の違いが回帰直線の傾きの違

いとして明瞭に表現されてくる。

問題は、表11に示した(基本数当

たりの値)で表した5つの指標の間

で普遍的にどのような相聞が見られ

るかということコアある。 10個の組み

合わせのすべての結果を表12に示す。，

結果を見るとはっきりと分かるよう

に上に凸同士、下に凸同士の相関は

正で、上に凸と下に凸の組み合わせ

だけが負になることが理解される

ーであろう。注意しておくべきことは、

これら5つの指標聞には何の因果

関係も想定していないことである。

仮定したことは、単純に基本数との

関数関係(基本数の変化に対して上

に凸か、下に凸か)だけである。だ

から、相聞は意味がある場合もある

かも知れないが、単なる見かけ上の

相関であるかも知れないのである。

このような見かけ上の負の相関

と考えられる実例を表13に示す。こ

れらの指標は『統計で見る県の姿』から計算した

ものである。これらの相関には意味があるように

は考えられないのであるが、 6つのいずれも県民

100 80 40 60 

県民所得の回帰偏差

20 

基本数当たりの値と基本数との関係図22
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見かけの相闘を理解するためのモデル:基本数と5つの場合

1001 2001 4001 8001 16001 3200 
100 264 576 1248 2688 5760 
100 220 480 1040 2240 4800 
160 320 640 1280 2560 5120 
100 180 320 560 960 1600 
100 136 224 352 512 640 

3000 2500 2000 1500 1∞o 500 

。。

表9
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表13 見かけ上の負の相関(擬似相関)が生じる例

目許I官房面福瓦言語わせ
1人当たり県民所得と1人当たり行政投資
1人当たり県民所得と1人当たり公共事業費
1人当たり県民所得と1人当たり老人ホーム数
1人当たり県民所得と1人当たり病院数数
1人当たり県民所得と1人当たりガソリンスヲンド数
1人当たり県民所得と1人当たり郵便局数

包盟笠翌
-0.5856 
-0.3578 
-0.7041 
-0.5318 
-0.6125 
-0.6585 

所得との間に有意な負の相聞が検出される。この

i 場合は、県民所得が人口に対し下に凸の規模の効

果を持っているのに対し、ほかの6つの要因はす

べて人口に対し上に凸の規模の効果を持っている

からこのような負の相関を導きだ.す結果になって

しまうのである。

もっと分かりやすいもう 1つの例を引用してみ

る。これは、「ソーシヤルキャヒ。タル

研究会」が提出した公表された内閣

府の報告集の中で述べられているこ

とである。詳しくは、同報告集のホ

ームページ (http: Ilwww5.cao. 

go. jp/seikatsu/npo/report/h14/scl 

gaiyou. html)を見ていただくとし

て、ここでの議論に関わってくるの

は、報告集要旨で図示されている「ボ

ランティア活動行動者率と犯罪発生

率」、「ボランティア活動行動者率と

出生率」、「ボランティア活動行動者

率と失業率」のそれぞれの相関図で

40 

刑
法

230 
知
{牛

?20 

口
千

金10
た
り

0 
20 

2.0 

される。

前者の「刑犯罪率とボランティア活動率」につ

いては刑犯罪の発生数が人口に対して下に凸であ

るのに対し、ボランティア活動数が上に凸である

から、 1人当たりの相聞をとると必然的に負にな

るのである。後者の場合は、逆に、出生数は下に

凸であるから正になってしまうのである。行政投

資と県民所得の解析と同じように共分散構造解析

を行うと、これらの要因の聞には何の効果も検出

されないことが明確に分かる。これらの図で見ら

れる相関は“擬似相関"の良い実例でしかない。

それを、あたかも「ボランティア活動が盛んな地

域は犯罪が少なしりとか、「ボランティア活動が盛

図23 ボランティア活動行動者率と犯罪発生率

-. 

. 

. 
y = -o.6128x ... 36.992 
R' = 0.216 

-. 一一一一一ー一 ー一ー一一ー，一一・ー一一一一一一一一一一一一一 一

25 30 35 40 45 

ボランティア活動行動者率(%)

図24 ポランティア活動行動者率と出生率ある。本論で指摘している、(比率と

比率の相関)のまさに適切な例であ

る。直接資料を求めることができた

y = 0.0158， + 0.9262 

A 1. 8 f--一一一一一一一一一一?

「ボランティア活動行動者率と犯罪

発生率J (図23)、「ボランティア活

動行動者率と出生率J (図24)の相関

について解析すると、前者が y=-

0.61x +37 (R =0.46料)で、後者が

y =0.015x +0.93 (R =0.49料)で

直線回帰でき強い有意な相関が検出
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んな地域は地域が潤っていて子どもの出生数も多

い」と思わせるような、思想誘導的相関図に仕立

て上げるのはきわめて危険な統計操作であろう。

おわりに

(1) 回帰偏差、偏差値について

回帰分析は、従来、モデ、ルへの適合性を検定し

たり、モデ、ルに基づ、く予測を行ったりするのに用

いられてきた。ここで適用したように、回帰分析

を相対評価に用いることは従来の正統的な考えに

基づけば回帰分析の不適正な使用法として片づけ

られるだけであろう。しかし‘回帰本来の意味に

立ち返えれば、例えば、人口への回帰の場合には

人口によって説明される分散成分が除かれるわけ

で、では、残った分散は何を意味するのであろう

か。従来の回帰解析では、単なる残差成分として

じか扱われてこなかったが、この残った分散成分

にこそ指標本来の力が含まれているのではないだ

ろうか。このような意味において、回帰からの偏

差を相対評価の基準にすることは十分意味がある。

回帰偏差は統計学上はスチューデント化残差で、

十分理論付けられた統計量(例えば、 Cook and 

羽Teisberg 1999)であり、統計学的には正規偏差と

相同である。従って、通常の偏差値同様の取り扱

いが可能である。また、尺度フリーの値であるか

ら、例えば、各種の地域指標を偏差値化してそれ

らの総和や平均を取ることもできる。また、r それ

らの偏差値に多変量解析を施して地域特性をさら

に分析することも可能であり、様々な社会現象へ

の適用が期待される。特定非営利活動法人 (NPO

法人)へ適用した筆者の論文を参考にしていただ

きたい。

(2) 1人当たりの指標値について

計量経済モデ、/レを始めとして各種モデ、ルにおい

て様々な説明変数が設定されるときには、往々に

-81-

して、“ 1人当たりの指標値"が疑問の余地なく用

いられてきている。例えば、人口に対して規模の

効果が強し、統計指標の場合には、どのようにモデ

ル解析が展開されるのであろうかつ筆者にとって、

説明変数として回帰偏差を取り込むことは十分理

解できるが、 1人当たりの指標値を組み入れるこ

とはいたずらに無意味な変動をモデ、ルに導入して

いるだけのようにしか思えない。計量経済モデル

におけるこのような扱いは十分に再検討の余地が

ある。

“1人当たりの指標値"の課題は、単に、これ

だけに限らず、例えば、“GDP当たりの・・・"

とか2変量関係によって定められる指標値におい

ても同じことである。単に、 1つの統計量に変換

されたと安心することなく、常に、 2変量の関係

を視野に入れて現象を理解する努力をすべきでは

なかろうか。

(3) 行政投資と県民所得との関係について

本論の趣旨を十分理解していただければ、 1人

当たりの県民所得や1人当たりの行政投資(公共

事業費)のような数値で、行政投資の不均衡配分

についての議論を論じることの危険性が十分理解

されたであろう。本論を執筆した動機は、行政投

資と県民所得との問に負の効果はほとんど検出不

可能であろうという予測が出発点であった。しか

し、予想に反して回帰偏差の手法と構造方程式モ J

デリングの2つの方法で弱いながらも負の効果を

認めざるを得なかった。しかし、検出された負の

効果は、単純に「都市対地方」という構図ではな

く、都市圏内部で既に負の効果が見られることで

あった。従って、行政投資の都市対地域配分と言

うよりは、いかに生産性を上げるような配分をす

るのかという課題を表していると理解される。地

方への交付税削減を行えば済むというような簡単

な問題ではないのである。

『統計~ 200.1年2月号



(4) 地域経済格差についての正しい理解のために

本論で展開した回帰偏差の手法は経済現象のみ

ならず広く地域格差や相対評価を論ずる場合に有

効である。従来、相対評価の指標としては“1人当

たり"とか“GDP当たり"というような数値が用

いられてきたが、これらの値では適切な相対評価

が行われがたいことが本論の分析によって理解さ

れたであろう。今日、行政改革を始めとして、川評

価Jが強く主張されるようになってきた。しかし、

評価基準となる数値自体が意味不明で、あっては評

価のしようもない。本論での問題提起を踏まえて

適切な相対評価指標が開発されることが望まれる。

最後に、地方交付税削減論議に当たっては、「相

体的所得水準が低いほど公共投資額が大きく、所

得再配分の要素が働いている」という理解(岩本

ら(1996)Ii'フィナンシヤ/レ・レビュー.!I)が経済

学者始め一般の共通理解であるようだが、本論で

論述したように、これは規模の効果を全く考慮し

ていない議論である。経済学者の努めは、「このよ

うな税配分についての規模の効果をどのように理

解して適切な再配分を考えるかJ にあるのであっ

て、単純な“1人当たり幾ら"の一律的な税配分

を提唱すること(赤井2001)ではなかろう。税収

入の地域格差をも考慮して適切な配分を考慮する

ことが大切である。

行政投資が都市圏内で既に県民所得へ負の効果

を及ぼしている可能性が高いという分析結果は、

行政投資の配分を「都市対地方」の単純な構図で

考えてはならないことを強く示している。“擬似

相関"という単純な統計操作によって間違った理

解が生まれ、それに沿って国の政策が動いていく

とすれば、 21世紀日本の地域社会にとって大きな

禍根を残すことになる。そして、それは結果とし

て、周り回一つて今日集中投資が行われ始めている

都市へも好ましくない影響を及ぼすようになるで

あろう。

『統計~ 2004年2月号 -82-
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